
（様式５） 

判断基準が法令の定めに言い尽くされている場合の当該法令の規定 

 

審査基準（申請に対する処分関係） 

                                        （新設） 

資料番号 64-1 担当課 薬務衛生課 

法令名 調理師法 根拠条項 3-1 
許認可等

の内容 
調理師養成施設の指定 

○調理師法（抄）（昭和三十三年五月十日法律第百四十七号） 

（調理師の免許） 

第三条 調理師の免許は、次の各号のいずれかに該当する者に対し、その申請に基づいて都道府県知事が与える。 

調理師の免許は、次の各号のいずれかに該当するものに対し、その申請に基づいて都道府県知事が与える。 

 一 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第五十七条（高等学校の入学資格）に規定する者で、都道府県 

知事の指定する調理師養成施設において、一年以上、調理、栄養及び衛生に関して調理師たるに必要な知識及 

び技能を修得したもの。 

 

＜厚生労働省令で定める事項＞ 

○調理師法施行規則（抄）（昭和三十三年十二月十三日厚生省令第四十六号） 

（指定の申請） 

第五条 法第三条第一号に規定する指定を受けようとする調理師養成施設の設立者は、次に掲げる事項を記載した 

申請書に、調理師養成施設の長、教員の履歴書及び第十一号に掲げる飲食店等における実習を承諾する旨の当該 

飲食店等の営業者の承諾書を添えて、これを調理師養成施設を設立しようとする日の四か月前までに、都道府県 

知事に提出しなければならない。 

一 調理師養成施設の名称、所在地及び設立予定年月日 

二 設立者の住所及び氏名（法人又は団体にあっては、名称、主たる事務所の所在地並びに代表者の住所及び氏 

名） 

三 調理師養成施設の長の氏名 

四 教員の氏名及び担当科目 

五 教科課程ごとの生徒の定員及び同時に授業を行う生徒の数 

六 入所資格 

七 入所の時期 

八 修業期間、教科課程及び教育内容ごとの実習を含む総授業時間数 

九 施設の各室の用途及び面積並びに建物の配置図及び平面図 

十 設備の状況 

十一 実習施設として利用しようとする飲食店等の名称及び所在地 

十二 設立者の資産状況及び調理師養成施設の経営方法 

十三 指定後二年間の財政計画及びこれに伴う収支予算 

（養成施設指定の基準） 

第六条    調理師養成施設の指定の基準は、次のとおりとする。 

一 教育の内容は、別表第一に定めるもの以上であること。 

二 調理師養成施設の長は、専ら調理師養成施設の管理の任に当たることのできる者であつて、かつ、調理師の 

養成に適当であると認められるものであること。 

三 教員の数は、別表第二に掲げる算式によつて算出された人数（その数が五人未満であるときは、五人）以 

上であり、かつ、教員数の三分の一以上が専任であること。 



四 専任教員のうち一人以上は、法第八条の三第一項に規定する調理技術に関する審査（以下「技術審査」とい 

う。）に合格し第二十一条第一項の認定証書の交付を受けた者又は調理師であつて調理師免許取得後五年以上 

調理の業務若しくは調理実習について教育研究若しくは実地指導の経験を有する者であること。 

五 別表第一に掲げる教育内容（調理実習及び総合調理実習を除く。）を担当する教員は、その担当する教育内 

容に関する科目を学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）に基づく大学、旧大学令（大正七年勅令第三百 

八十八号）に基づく大学若しくは旧専門学校令（明治三十六年勅令第六十一号）に基づく専門学校（以下この 

号において「大学等」という。）において修めた者であつて、当該大学等を卒業した後二年以上その担当する 

教育内容に関し教育研究若しくは実地指導に従事した経験を有するもの若しくはこれと同等以上の能力がある 

と認められるもの又は特殊な分野について教育上の能力があると認められるものであること。 

六 調理実習又は総合調理実習を担当する教員は、技術審査に合格し第二十一条第一項の認定証書の交付を受け 

た者又は調理師であつて調理師免許取得後五年以上調理の業務若しくは調理実習について教育研究若しくは実 

地指導の経験を有する者であること。 

七 同時に授業を行う生徒の数は、四十人以下であること。ただし、授業を講義により行う場合であつて、授業 

の方法及び施設、設備その他の教育上の諸条件を考慮して、教育効果を十分に上げられると認められる場合は、 

この限りでない。 

八 校舎は、同時に授業を行う学級の数を下らない数の専用の普通教室及び調理実習室並びに総合調理実習室、 

調理実習準備室、更衣室、図書室、教員室、事務室及び医務室を備えているものであること。 

九 適当な広さの普通教室、調理実習室及び総合調理実習室を有すること。 

十 教育上必要な機械及び器具を有すること。 

十一 調理実習室及び総合調理実習室には、別表第三に掲げる機械、器具その他の備品が教育上必要な数以上備え 

られていること。 

十二 調理実習又は総合調理実習を行うのに適当な飲食店等を実習施設として利用できること。 

十三 入学料、授業料及び実習費は、それぞれ適当と認められる額であること。 

十四 経営の方法は、適切かつ確実なものであること。 

別表第一（第六条関係） 

教育内容 授業時間数 

食生活と健康 九十時間 

食品と栄養の特性 百五十時間 

食品の安全と衛生 百五十時間（実習三十時間以上を含む。） 

調理理論と食文化概論 百八十時間 

調理実習 三百時間 

総合調理実習 九十時間 

別表第二（第六条関係） 

 （生徒の総定員×一学級の週当たり平均授業時間数）／（４０×１２） 

別表第三（第六条関係） 

調理実習室 冷却用機器、加熱調理機器、調理台、流し、

食器保管庫、調理実験器具並びにその他必要

な調理実習用用具、器具及び設備 

総合調理実習室 食品衛生上の危害の発生を防止するための措

置が講じられた集団給食の調理実習を行うた

めの設備、冷却用機器、加熱調理機器、食器

の洗浄及び消毒用機器、配膳及び配食用機器、

調理台、流し、食器保管庫並びにその他必要

な集団給食の調理実習用用具及び器具 
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